
（ ）

1,340

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

循環型社会形成推進交付
金

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」269

32年度要求

事業番号 0072

沖縄振興

31年度当初予算

1,359

1,359 1,340

関係する
計画、通知等

達成度

14.6

-

-

年度 年度33
29年度 30年度

目標最終年度

66.4 69.5

-

15.3 -

-

- -

-

-

- -

1,359 1,340

-

22

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

1,933.9 1,887 1,999 2,049 1,340

1,874.5 1,975.1

執行率（％） 99% 99% 99%

877

1,922.2

-

昭和４７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

沖縄県内において、市町村の自主性と創意工夫を活かして広域的・総合的に廃棄物処理・リサイクル施設を整備し、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）
を総合的に推進することで、循環型社会の形成を図ることを目的とする。

前年度から繰越し 966.9 799

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

中間目標

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画
廃棄物処理施設整備計画

28年度

690

沖縄県の市町村等が広域的な地域について作成する、廃棄物施設整備計画と調和のとれた循環型社会形成推進地域計画に基づき実施される事業（廃棄
物の資源化を行うマテリアルリサイクル推進施設、発電や熱回収等を行うエネルギー回収推進施設、し尿と生活雑排水を併せて処理する個別分散型汚水
処理施設である浄化槽等の整備）の費用について、交付金を交付する。(交付率：１／２)
※沖縄県の補助率は、沖縄振興特別措置法等に基づき嵩上げを実施。（【本土】交付率：１／２、１／３）

646 -

1,166

- -

▲ 690 -

一般廃棄物リサイクル率

600補正予算

予備費等

当初予算

29年度

定量的な成果目標

1,166

廃棄物処理施設整備に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

交付

担当課室 総務課事業振興室 室長　宮腰奏子

事業名

会計区分

31年度

799

翌年度へ繰越し ▲ 799

計

30年度

公共事業

▲ 877

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

32年度要求

予算
の状
況

1,166

沖縄における一般廃棄物リ
サイクル率を平成33年度ま
でに22％にする。

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法第105条第２項
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条の４

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
平成29年度一般廃棄物処理実態調査　※環境省ＨＰに掲載あり。（H30結果はH32.3月公表見込み）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

109% 95% 109%

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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28年度

22 25 27

単位

執行額（Ｘ）／交付件数（Ｙ）

件

1874.5/25 2,049/26

31年度活動見込

87百万円

循環型社会形成推進交付金　交付件数

79

活動実績

30年度

75単位当たり
コスト

1922.2/22

29年度

22 25 25 -

26

-

-

1,975.1/25

28年度 29年度 30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

件

計算式 X/Y

単位

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み



施策 沖縄政策に関する施策の推進

政策 沖縄政策の推進政
策
評
価

政
策
評
価

新

経
済
・
財
政
再

生
計
画
と
の
関

係







繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

受益者は県民であり、関係法令等により国と沖縄県等との負
担割合は適切に定められており妥当である。

国
費
投
入
の

必
要
性

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

成果目標に向けて計画的に事業を進めている。

点検結果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業実施省庁との権限を明確化した上で、実施省庁と連携して、事業の有効性・効果について適切に検証すること。また、事業の進捗状況を的確
に把握し、執行実績を適切に概算要求へ反映させること。

行政事業レビュー推進チームの所見

無

○

評価に関する説明

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

○

事業目的に沿って予算執行しており、その執行状況等につ
いて適切に把握・確認を行っている。

活動実績は当初見込みとほぼ同様となっている。

○

現
状
通
り

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

‐

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

外部有識者の所見

類似の事業を環境省で計上しているが、事業を実施する対
象となる地域が異なっており、適切な役割分担を行ってい
る。（沖縄県内で実施される事業については、内閣府で計上
している。）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

成果実績及び活動実績から見て、他の手段と比較して実効
性の高い手段といえる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

引き続き環境省と連携し、事業の進捗状況を的確に把握し、今後の事業計画に適切に反映させる。

・支出先は市町村、一部事務組合等であり、交付金の使途については交付要綱で定める交付対象事業の範囲内となる。なお、地域計画におい
て設定した３Ｒ推進のための目標の達成状況については、支出先において事後評価を行い、その結果を公表するとともに、移替先である環境
省に報告を行っている。
・本交付金制度により循環型社会形成の基盤となる廃棄物処理・リサイクル施設の整備が推進されている。しかし、現下の地方の厳しい財政状
況等により、当初の計画通り施設整備が進まない自治体もあることから、執行率が低くなっている年もある。今後は市町村等の要望を確認しな
がら、事業内容や事業費の精査を行った上で、効率的な予算配分を行い、国・地方が協力して、合理的かつ効果的な予算執行とする必要があ
る。

点
検
・
改
善
結
果 改善の

方向性

稼働状況について適切に把握・確認を行っている。

循環型社会形成推進のため、国として重点的に実施すべき
である。

○

廃棄物処理施設整備費補助0159

○

執行状況等について適切に把握・確認を行っており、合理的
なものと確認している。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

地域の安心・安全な生活環境の確保に必要かつ適切な事業
であり、優先度も高い。

規模の大きな事業が多くを占めたため、前年度と比べ、単位
当たりの増額がみられる。今後も適正な執行を行い、コスト
削減に努めることとする。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

競争性のない随意契約となったものはないか。

無

現
状
通
り

○

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、事業実施省庁との権限を明確化し、事業実施省庁と連携のもと、事業の有効性・効果の検証及び
事業の進捗状況の的確な把握を行い、適正な予算の執行や概算要求への反映に努めたい。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

　施設整備については交付要綱に照らし採択を行っていると
ころであり、競争性は確保され、その支出先の選定も妥当で
ある。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

評　価項　　目

地域の安心・安全な生活環境を確保するため、廃棄物処理
施設の整備は広く国民のニーズがある。

環境省

事業番号 事業名所管府省名

特注製品の製造に日数を要したり、関係機関との調整に時
間を要した等によるものであり、妥当な理由である。



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度 0063

0106 平成25年度 0064

平成26年度 0061 平成27年度 0067 平成28年度 0060

平成22年度 0104 平成23年度 0105 平成24年度

平成30年度 内閣府 0066

計 0.2 計 0

施設整備費旅費、通信運搬費、消耗品費

費　目

C.個人a D.

費　目 使　途

施設整備費 浄化槽設置整備 0.2 - -

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0.9 計 377.1

費　目 使　途

備考

内閣府においては、沖縄振興を目的とする事業のうち公共事業を中心する関連事業の全体的な把握、事業相互間の進度調整、計画に沿った事業の推進を図る
ため、これらの事業の経費を内閣府に一括計上し、これを事業執行官庁に移し替えて執行する事により、計画実施について効果的な総合調整を行っている。

B.宮古島市
金　額

(百万円）

0.9 リサイクルプラザ

使　途

その他

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

金　額
(百万円）

A.沖縄県

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

377.1

内閣府
１，９７５．１百万円

〔交付金の予算化、移替〕

環境省
１，９７５．１百万円

〔地域計画に基づく廃棄物処理施設整備事業の施行〕

〔地域計画の承認〕
〔交付金の交付決定〕

Ａ．沖縄県
０．９百万円

B．事業主体
（市町村及び一部事務組合等）

２５事業者
１，９７４．２百万円

【交付金】【交付金】

〔補助事業者の指導・監督〕

＊個人設置型浄化槽の設置整備事業
については、上記事業主体から、さらに
各個人に交付

C．個人
２５名

４．４百万円

【交付金】

〔個人設置型浄化槽の設置整備〕





支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

7

8

5

6

- - -

9

10

- - -

- - -

- - -

3

4

1

2

- - -

- - -

0.2

-

個人c

個人b - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

6

7

4

5

マテリアルリサイクル推進
施設

79.5 補助金等交付 - - -

10

8

9

座間味村 2000020473545
施設整備に関する計画支
援事業

10.2 補助金等交付 - - -

南部広域行政組合 7000020478300
廃棄物処理施設基幹的設
備改造

54.1 補助金等交付 - - -

1000020472077
長寿命化総合計画策定支
援事業

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

宮古島市 4000020472140
マテリアルリサイクル推進
施設

377.1 補助金等交付 - -

補助金等交付 - - -

121.7 補助金等交付 - - -

那覇市・南風原町環
境施設組合

80000204784232

-

172

-
循環型社会形成推進交付
金事業の指導監督のため
に必要な経費

契約方式等

補助金等交付 - -

法　人　番　号

1000020470007 0.9

入札者数
（応募者数）

落札率

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -

倉浜衛生施設組合

浦添市 1000020472085
施設整備に関する計画支
援事業

15 補助金等交付 - - -

2000020478032

補助金等交付 - -

施設整備に関する計画支
援事業

12.7 補助金等交付 - -

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

個人a - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

- -

-

石垣市

渡名喜村 2000020473561
施設整備に関する計画支
援事業

4.1 -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

沖縄県

- - -- 浄化槽設置整備 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

- - -

- - -

個人d - 浄化槽設置整備 補助金等交付

個人f - 浄化槽設置整備

個人h - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

補助金等交付

0.2 補助金等交付

個人j - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

廃棄物処理施設基幹的設
備改造

比謝川行政事務組
合

4000020478393
廃棄物処理施設基幹的設
備改造

渡名喜村 2000020473561

個人e - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

個人i - 浄化槽設置整備 0.2 補助金等交付

個人g - 浄化槽設置整備 0.2

0.2

3.7 補助金等交付


	行政事業レビューシート

